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令和７年３月２６日 

宗像市議会 

議長 岡本 陽子 様 

                              予算第２特別委員会 

                                   委員長 川内 亮 

 

 

委員会審査報告書  

 

本委員会に付託された事件の審査結果を報告します。 

 

記 

 

第 39号議案 令和６年度宗像市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）について 

 

 事業勘定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１９４万９,０００円を減額し、１０７億

８,３４５万１,０００円とする。直営診療施設勘定の歳入歳出予算の総額は変わらず、歳入の内

訳を変更する。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

〔事業勘定〕 

交付金の額の確定や決算見込額に基づき、歳入で国庫支出金及び県支出金を増額し、繰入金を

減額する。また、歳出で保健事業費及び諸支出金を減額する。 

〔直営診療施設勘定〕 

交付金の額の確定に伴い、歳入の繰入金において他会計繰入金を増額し、事業勘定繰入金を減

額する。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第 40号議案 令和６年度宗像市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）について 

 

 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２,５５７万４,０００円を減額し、２０億４,９５３

万７,０００円とする。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

保険基盤安定負担金の確定や決算見込額に基づき、歳入で繰入金を減額し、歳出で総務費及び

後期高齢者医療広域連合納付金を減額する。 

 

【審査結果】 
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委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第 41号議案 令和６年度宗像市介護保険特別会計補正予算（第４号）について 

 

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２,５９０万８,０００円を減額し、８３億７,９６５

万２,０００円とする。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

 予定していたシステム改修の内容変更や決算見込額等に基づき、歳出で総務費及び地域支援事

業費を減額し、歳入で国庫支出金、支払基金交付金、県支出金、繰入金及び諸収入をそれぞれ減

額する。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第 42号議案 令和６年度宗像市・福津市介護認定審査会特別会計補正予算（第１号）につい

て 

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１１６万５,０００円を増額し、５,３１２万２,０００

円とする。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

会計年度任用職員の報酬及び審査会派遣職員負担金を増額する。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第 43号議案 令和６年度宗像市渡船事業特別会計補正予算（第４号）について 

 

繰越明許費の補正を行う。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

共通予備船導入に関する詳細な検討を航路改善協議会の専門部会で進めていたが、検討項目の

抽出、関係法令の適用確認、情報の集約整理などに時間を要し年度内に業務を完了できない見込

みのため、令和７年度に事業費を繰り越す。なお、令和７年夏頃に専門部会での協議を終え、秋

頃に航路改善計画の一部修正を取りまとめ業務を完了する予定である。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 
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第 44号議案 令和６年度宗像市下水道事業会計補正予算（第４号）について 

 

 収益的収入及び支出では、収入を２,３１２万９,０００円減額し、収入総額を２９億５,４２５

万５,０００円とし、支出を４,３７３万３,０００円減額し、支出総額を２６億６,１７５万４,

０００円とする。 

 資本的収入及び支出では、収入を６,５９７万５,０００円減額し、収入総額を４億８,１６５万

９,０００円とし、支出を１億２,５２１万８,０００円減額し、支出総額を１５億１,７３０万１,

０００円とする。あわせて、企業債の補正を行う。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 水道ガス管敷設工事などが変更、延期等となったことで関連する委託や工事を中止したこと

や雨水認可変更の実施時期を来年度にしたこと、国の電気代負担軽減策が継続されたことによ

り執行残が見込まれるため、収益的支出における営業費用を減額する。 

２ 国庫補助金の増額に伴い、資本的収入で企業債を減額し、補助金を増額する。また、予定し

ていた住宅建築工事の施工見通しがなくなったことなどにより、資本的支出における建設改良

費を減額する。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第 46号議案 令和７年度宗像市国民健康保険特別会計予算について 

 

 事業勘定の予算総額は、歳入歳出それぞれ９６億５,８３８万３,０００円と定める。直営診療

施設勘定の予算総額は、歳入歳出それぞれ８,８７０万円と定める。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

〔事業勘定〕 

１ 予算総額は、前年度比９.６％、１０億２,３３０万３,０００円の減額である。減額の要因は、

歳出における保険給付費の減少であり、新型コロナウイルス感染症が５類に移行したことで診

療報酬が減少し、病院にかかる被保険者数が減少したことで一人当たりの医療費も減少を見込

んでいる。 

２ 令和７年度の被保険者数は、前年度比２.５％、４７１人の減少を見込んでいる。被保険者数

については、団塊の世代が７５歳に到達して後期高齢者医療制度に移行していることや社会保

険の適用拡大などが影響し、今後も減少傾向となる見込みである。 

３ 令和７年度の国民健康保険税額は、宗像市国民健康保険基金を取り崩して据え置く。なお、

県が策定した第二期福岡県国民健康保険運営方針に変更がなければ、令和１１年度までは基金

を活用して税額を据え置いても必要な基金の残高が確保できると考えている。 

４ 特定健診では新たに成果連動型民間委託契約方式を取り入れ、民間事業者の創意工夫による

案内の通知やＡＩ分析を活用した勧奨通知、インターネットやＳＮＳを活用した受診勧奨によ
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り受診率の向上を目指す。 

 

〔直営診療施設勘定〕 

１ 予算総額は、前年度比７.２％、５９３万５,０００円の増額である。 

２ 大島診療所のレントゲン撮影装置の老朽化に伴い、買換えに係る費用を県支出金と市債で賄

う。 

３ 大島診療所の医師が不在で飯塚市立病院から代診医の手配ができない場合、これまで休診と

していたが、令和７年度から宗像医師会及び宗像水光会総合病院と連携し、代診医を確保する。 

 

【意  見】 

（賛成意見） 

・課税限度額が引き上げられる中、基金を活用して国民健康保険税額を据え置くことを評価する。

１８歳未満の子どもの均等割廃止を検討してほしい。国庫負担金を拡充するよう国に要望して

ほしい。 

・成果連動型民間委託契約方式を活用するなど、特定健診の受診率の向上に向けて様々な努力を

していることを評価する。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第 47号議案 令和７年度宗像市後期高齢者医療特別会計予算について 

 

 予算総額は、歳入歳出それぞれ２１億８,８３７万１,０００円と定める。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 予算総額は、前年度比６.６％、１億３,４６５万５,０００円の増額である。増額の要因は、

団塊の世代の移行による被保険者数の増加で、被保険者数は今後も増加傾向にあり、令和１７

年には１万９,０００人に達すると見込んでいる。 

２ 保険料率は後期高齢者医療広域連合で２年ごとに改定されており、令和７年度の保険料率は、

均等割額が６万４円、所得割率は１１.８３％、賦課限度額は８０万円で、前年度と同様である。

なお、福岡県の後期高齢者の医療費は全国で一番高く、今後も医療費の増大が見込まれるため、

令和８・９年度の保険料率については、これらの情勢を踏まえて、後期高齢者医療広域連合議

会において算定される。 

 

【意  見】 

（反対意見） 

・医療は若い人から高齢者まで公平に提供されるべきであり、７５歳で線引きをする後期高齢者

医療制度そのものに反対する。 

 

【審査結果】 

委員会は、賛成多数で原案のとおり可決した。 
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第 48号議案 令和７年度宗像市介護保険特別会計予算について 

 

予算総額は、歳入歳出それぞれ８１億８,５８２万３,０００円と定める。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ ７５歳以上の人口増加に伴い要介護・要支援認定者数は増加傾向にあるものの、介護予防事

業等の成果により、要介護・要支援になる時期を遅らせることで、被保険者数の増加に対して

認定者数の増加を抑えることができている。 

２ 令和７年度から重層的支援体制整備事業を開始することに伴い、地域支援事業費のうち５つ

の事業費を一般会計に移行する。なお、財源は介護保険料であるため、引き続き他の介護保険

事業と一体的に進捗管理を行っていく。 

３ 第９期宗像市高齢者福祉計画・介護保険事業計画の中間年度である令和７年度は、介護給付

費準備基金を約２億１,０００万円取り崩し、介護保険料基準月額の引下げを引き続き実施する。 

４ 認知症に関する正しい知識や相談窓口の普及・啓発、認知症本人のニーズを捉えた仲間づく

りの充実の取組など、認知症の総合的な支援を推進する。 

５ 令和９年度からの第１０期宗像市高齢者福祉計画・介護保険事業計画を策定するための実態

調査等に取りかかるため、債務負担行為において実態調査・事業計画策定支援業務委託費を計

上する。 

 

【意  見】 

（賛成意見） 

・第９期計画において、基金を活用して保険料を引き下げていることを高く評価する。訪問介護

の需要が増す中、介護報酬の引下げなどで訪問介護員が劣悪な働き方を強いられているため、

訪問介護事業所を支える市独自の支援策を要望する。 

・認知症総合支援事業について、社会福祉協議会と連携し様々な事業を展開していることを評価

する。認知症高齢者捜してメールの登録者数増加や認知症サポーター養成講座の普及に取り組

んでほしい。 

・第１０期の計画策定に取りかかるに当たって、今後は在宅医療・介護に力を入れてほしい。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第 49号議案 令和７年度宗像市・福津市介護認定審査会特別会計予算について 

 

 予算総額は、歳入歳出それぞれ６,２７６万７,０００円と定める。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

 審査件数を６,３０２件、負担割合を宗像市５９.５％、福津市４０.５％として、歳出科目に応

じて両市の負担金を計上する。 
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【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第 50号議案 令和７年度宗像市渡船事業特別会計予算について 

 

予算総額は、歳入歳出それぞれ６億４,９５２万６,０００円と定める。  

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 大島航路の利用者数を前年度当初見込の２％増、地島航路の利用者数を前年度当初見込の

１％減と見込んで運賃収入を計上する。 

２ 旅客船ニューじのしまの２５年目の定期検査及び制度改正により搭載が義務化される救命い

かだ等の設置を行う。 

 

【意  見】 

（賛成意見） 

・様々な民間施設が増えることは島民の雇用にもつながるため、連携して進めてほしい。人口減

少が深刻な問題となっているため、島の活性化、人口増加に取り組んでほしい。 

・壱岐市では、生活航路として全ての島民を対象に渡船料の割引を行っており、島を出た子ども

も対象としているため、市でも検討してほしい。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第 51号議案 令和７年度宗像市下水道事業会計予算について 

 

 収益的収入及び支出では、収入の予定額を３０億８８２万５,０００円とし、支出の予定額を２

７億６,９６２万５,０００円とする。資本的収入及び支出では、収入の予定額を３億２,０９０万

９,０００円とし、支出の予定額を１１億８,６３７万７,０００円とする。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 宗像市雨に強いまちづくりビジョンに基づき、くりえいと地区の浸水対策で調整池等を整備

するための詳細設計、栄町地区で雨水対策施設を整備するための予備設計、田久地区で大雨時

に下流の河川や水路からの逆流を防止するフラップゲートの整備工事を実施する。 

２ 田島汚水中継ポンプ場において、豪雨時の浸水による機能停止を未然に防止するための耐水

化工事を実施する。 

３ 宗像終末処理場の中央監視設備及び神湊汚水中継ポンプ場の電気設備を更新するため、資本

的支出の建設改良費で４,０００万円を計上するとともに、債務負担行為で令和７年度から令和

９年度までを期間とし、９億１,０００万円の限度額を設定する。 

４ 下水処理施設包括マネジメント業務委託費について 

日常的な運転管理業務を行っている事業者を監理監督しながら、市内全域の処理場等を包括的
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に管理するため、令和７年度から令和１２年度までの６年間を期間とし、１１億７,９６０万円を

限度額とした債務負担行為を設定する。 

（１）背景と目的 

これまで市の再任用職員及び任期付短時間勤務職員が行っていた宗像終末処理場及びポンプ

場・漁業集落排水施設の維持管理業務について、管理に必要な機械、電気、水質の技術職員の

採用がないことから、機械、電気、水質技術者の補完を目的として、下水処理施設包括マネジ

メント業務委託を導入する。 

（２）概要 

  原則１３０万円以下の修繕業務の発注や保守点検業務、物品調達管理業務などの処理場等維

持管理業務に加え、運転管理を受注している企業への技術指導・助言、研修の実施や市への技

術支援などのマネジメント業務を委託する。 

（３）予算 

  令和８年度から令和１２年度までの５年間を契約期間とし、マネジメント業務が約１億７,

０００万円、処理場等維持管理業務が約１０億１,０００万円、合計１１億７,９６０万円を予

算として見込んでいる。なお、マネジメント業務は新規に行う業務であり、職員が実施するよ

りも約５,０００万円の費用増加が見込まれるが、処理場等維持管理業務は民間企業のノウハウ

により８,０００万円の費用削減が見込まれるため、全体で約３,０００万円の費用削減を見込

んでいる。 

（４）スケジュール 

  令和７年８月に公募を開始し、１２月にプロポーザル方式で事業者を選定し、契約を行った

後、令和８年４月から業務を開始する予定である。なお、プロポーザルに参加できる事業者は

１５者程度いると見込んでいる。 

（５）その他 

  技術職員の技術の継承という観点から、包括委託という手法だけではなく、あらゆる手法を

検討していく。 

 

【意  見】 

（賛成意見） 

・下水道処理施設包括マネジメント業務委託について、経費の削減になることや市民が負担する

下水道料金は上がらないことが確認できた。今後も市民サービスが低下しないよう進めてほし

い。専門性の高い技術を担保することが最重要であり、事業者と連携を取ってしっかりと管理

してほしい。地場業者が安心して業務が遂行できるよう進めてほしい。 

・技術職員に関する方向性をいま一度示してほしい。プロポーザルへの参加がなかった場合の対

応についても検討しておいてほしい。老朽管の調査、点検、補修に関しては、予算とアセット

マネジメントの観点をもって財政課としっかりとすり合わせした上で進めてほしい。 

・市民の生活に直結するインフラ整備に尽力されていることを評価する。技術職員の確保策につ

いて、見直しながら最適な方法を模索してほしい。市の運営について、市民、議会に分かるよ

うに早めの説明をしてほしい。 

・技術の継承について、あらゆる手法を検討すると答弁があったことを評価する。職員の豊かな

経験を後輩に引き継いでいけるような環境を全庁的に整備してほしい。 

（反対意見） 

・上下水道は公共インフラとして必要不可欠なサービスであり、利益を追求する民間企業に委託

することは、質の低下につながるのではないかと危惧する。本市の経験やスキルが継承されな

くなることがないよう、全国の先進事例を調査し、公共インフラを支える技術職員の確保策を
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検討してほしい。 

 

【審査結果】 

委員会は、賛成多数で原案のとおり可決した。 

 

【附帯決議案の提案】 

 本議案に対して、委員から以下のとおり附帯決議案が提案された。 

 附帯決議（案） 

  下水処理施設包括マネジメント業務委託費については、公共施設の適正管理、技術職員の採

用、人材育成の方針が不明確であり、本市の技術力の継承が担保されないことが予測されるた

め、今後は採用の門戸を閉ざすことなく、機械技術者、電気技術者、水質技術者の採用に努め

るとともに５年の契約期間の見直し等も含め、下水処理施設の適正な管理方法を示されるよう

求める。 

 

【審査結果】 

 委員会は、附帯決議案について賛成多数で可決した。 

 


